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神奈川県の概要

人 口 904万人
(全国第２位)

人口増加率 0.08％
(全国第７位)

生産年齢
人口割合

65.22％
(全国第２位)

一人当たり
県民所得

291万円
(全国第７位)

１ 東京都 1,315万人
２ 神奈川県 904万人
３ 大阪府 886万人
４ 愛知県 741万人
５ 埼玉県 719万人総務省：「国勢調査人口等基本集計結果

（平成22年10月１日現在）」

１ 東京都 0.46％
２ 沖縄県 0.41％

：
６ 福岡県 0.08％
７ 神奈川県 0.08％
８ 滋賀県 0.06％

総務省： 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び
世帯数 (平成25年３月31日現在)」※日本人のみ

１ 東京都 67.08％
２ 神奈川県 65.22％
３ 埼玉県 64.81％
４ 沖縄県 64.71％
５ 千葉県 64.16％

内閣府：「平成22年度県民経済計算について」

総務省： 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び
世帯数 (平成25年３月31日現在)」

(自然増加数は全国第３位、社会増加数は全国第５位)

１ 東京都 430万円
２ 滋賀県 326万円

：
６ 栃木県 293万円
７ 神奈川県 291万円
８ 富山県 290万円
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利便性の高い
交通ネットワーク

県民所得が高く
良好な市場環境

多数の企業の
研究機関が集積

横浜市
368万人

川崎市
142万人

相模原市
71万人

人口904万人
（全国第２位)

世帯数 (平成25年３月31日現在)」※日本人のみ



県内総生産
（名目）

製造品
出荷額等

29.7兆円
（全国第４位）

17.8兆円
（全国第２位）

学術研究機関数（民営） 559事業所
（全国第２位）

総合特別区域

 京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区
（H23.12.22指定）

 さがみロボット産業特区 （H25.2.15指定）

１ 東京都 91.1兆円
２ 大阪府 36.3兆円
３ 愛知県 31.6兆円
４ 神奈川県 29.7兆円
５ 埼玉県 20.1兆円

１ 愛知県 37.0兆円
２ 神奈川県 17.8兆円
３ 大阪府 16.4兆円
４ 静岡県 14.9兆円
５ 兵庫県 14.3兆円

内閣府：「平成22年度県民経済計算について」

総務省・経済産業省：「平成24年経済センサス活動調査」

総務省・経済産業省：「平成21年経済センサス基礎調査」
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県内総生産の国際比較

三浦半島地域

製造品出荷額等【地域別】

4.2
兆円

4.4
兆円

横浜地域

川崎地域

1.0
兆円湘南地域

県央地域

相模原地域
1.1
兆円

3.6
兆円

2.1
兆円

0.7
兆円

西湘地域

足柄上地域 0.4
兆円

神奈川県：「平成24年経済センサス－活動調査（製造業）神奈川県速報結果」

144,194

59,305 

55,107 

33,060 

4,209 

3,793 

3,473 

3,131 

アメリカ

中国

日本

ドイツ

ノルウェー

オーストリア

神奈川県

デンマーク

(単位：億ドル)

神奈川県：「平成22年度県民経済計算」

ＯＥＣＤ諸国に
肩を並べる経済力
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２ 平成24年度の決算状況と財政構造
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２ 平成24年度の決算状況と財政構造



（単位：百万円)

22年度 23年度
24年度
（見込み）

歳入総額 ａ 1,837,182 1,814,887 1,878,072

区　　　　分

(単位：百万円)

22年度 23年度
24年度
（見込み）

病院事業収益 1,041 1,019 1,009

病院事業費用 1,084 1,044 1,039

純損益 △ 43 △ 25 △ 30

病
院
事
業

区　　　分

決算収支の状況

・平成24年度は、実質収支で38億円の黒字を確保 ・水道事業会計、電気事業会計は７年連続で黒字

○ 一般会計決算収支の推移 ○ 主な企業会計決算額の推移

7

歳出総額 ｂ 1,824,890 1,805,350 1,843,993

歳入歳出差引額 a-b = ｃ 12,292 9,537 34,079

翌年度に繰り越
すべき財源

ｄ 5,503 4,618 30,200

実質収支 c-d = ｅ 6,789 4,918 3,879

単年度収支
（e - 前年度実質収支）

ｆ 3,114 △ 1,870 △ 1,039

純損益 △ 43 △ 25 △ 30

経常損益 △ 43 △ 33 △ 30

水道事業収益 59,206 57,233 57,335

水道事業費用 57,754 56,411 56,261

純損益 1,451 821 1,074

経常損益 1,489 849 825

電気事業収益 8,203 7,703 7,567

電気事業費用 7,623 7,114 6,992

純損益 580 588 575

経常損益 580 588 575

業
会
計

水
道
事
業
会
計

電
気
事
業
会
計



健全化判断比率等（平成24年度普通会計決算）

9.2
9.9

10.3 10.6

8.0 

10.0 

12.0 

14.0 

（％）

実質公債費比率
早期健全化基準 25％
財政再生基準 35％

将来負担比率
早期健全化基準 400％

208.8

193.1
185.1 178.8 

200.0 

250.0 

（％）

全国第２位
(都道府県平均13.7%)

全国第11位
(都道府県平均210.5%)

区分
24年度決算
（速報）

順位

財政力指数 0.90 第２位

経常収支比率 94.6% 第27位

人口１人当たり人件費・
物件費等決算額

82,581円 第１位

（参考）各種財政指標における全国順位
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※ 本県調べ
※ 順位は、健全度の高い順（財政力指数は降順、
その他の指標は昇順）
※ ラスパイレス指数の「参考値」は、国家公務員の
時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が
無いとした場合の値である
※ ラスパイレス指数、職員数は24年4月1日現在

6.0 

21 22 23 24
（年度）

150.0 

21 22 23 24
（年度）

0.0 

2.0 

4.0 

21 22 23 24

（％）

該当なし

実質赤字比率
早期健全化基準 3.75％
財政再生基準 5％

連結実質赤字比率
早期健全化基準 8.75％
財政再生基準 15％

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

21 22 23 24

（％）

該当なし

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

21 22 23 24

（％）

全会計
該当なし

資金不足比率
経営健全化基準 20％

（年度） （年度） （年度）

ラスパイレス指数
（[ ]内は参考値）

110.4
[102.1]

第41位
[第43位]

人口１人当たり
地方債現在高

400,354円 第１位

人口10万人当たり
職員数

801人 第１位



歳 入 構 造

県債

17.9%

その他

依存財源

6.8%
依存財源

37.2%

○平成25年度当初予算歳入内訳

県税など自主財源の割合が高い歳入構造

○平成24年度普通会計決算(歳入)

個人県民税
22.8%

その他の税
19.6%

法人

二税

10.3%

その他

自主

財源

11.7%

国庫
支出金
9.6%

地
方
債

15.6%

神奈川県

地方税
5２.７%

その他依存

財源5.8%

地方交付税

4.6%

9

県税

57.4%

使用料及び

手数料

1.1%

その他

自主財源

4.3%

地方交付税

3.4%

国庫支出金

9.1%

17.9%

自主財源

62.8%

歳入総額
１兆7,631億円

地方交付税
18.3%

自主財源

40% 50% 60%

都道府県（速報）

10% 20%0% 30% 70% 80% 90% 100%

地方税
31.6%

個人

県民税

9.2%

その他の税
16.1%

その他
自主財源
19.4%法人

二税

6.3%

依存財源

地
方
債

14.1%

国庫
支出金
12.9%

その他依存

財源3.7%

 本県の県税収入のシェア52.7％は、都道府県平均のシェア31.6％と比較して極めて高く、財政の自主性が高い。
 所得税から個人住民税への税源移譲などにより、従前に比べれば安定的な税収構造になったものの、歳入総額に占める
法人二税（法人事業税・法人県民税）のシェアが他県に比べ高い本県は、景気変動の影響を受けやすい。



歳 出 構 造

義務的経費の割合が高い歳出構造

○平成24年度普通会計決算(歳出)

その他の経費

（補助費等）
38.3%

投資
的

経費
7.0
%

人件費
39.6%

公債費
12.5%

神奈川県
扶助費

2.5%

○平成25年度当初予算歳出内訳

一般職員
4.1%

教育職員
その他

義務的経費

投資的経費
8.2%

その他

政策的経費
9.4%

政策的経費
17.6%

人件費
40.0%
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人件費
28.1%

公債費
14.1%

都道府県（速報）

投資的
経費
14.4%

その他の経費
（補助費等）
41.4%

10%

義務的経費

20% 30% 40%

政策的経費

50% 60% 70% 80% 90% 100%0%

扶助費

2.1%

27.0%

警察職員
8.9%

介護・措置

・医療関係費
16.2%

公債費
14.8%

税交付金等
7.8%

義務的経費
3.6%

義務的経費
82.4%

歳出総額
１兆7,631億円

 政令３市を抱え、法令に基づき政令市が県に代わって道路事業や福祉施策等を行うため、政策的経費のシェアが低い。
 一方、法令基準により定数が定められている教職員と警察官の人件費（特に政令市を含む市町村立小中学校の教職員給与）を
県が負担していることから人件費のシェアが高く、義務的経費の割合が高くなっている。



県税収入の推移

8,833

12,837

10,874
10,904

10,985
11,220

11,254

10,000

12,000

14,000

(億円)

地方消費税

実質収入額

地方譲与税等

○ 税制改正などにより、県税収入の主力は法人から個人へ
・ 19年度から、所得税（国税）から個人住民税（地方税）へ税源が移譲
・ 21年度から、法人事業税の一部が地方法人特別税へ国税化
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

法人事業税

法人県民税

個人県民税

その他の税

（年度）

※23年度までは決算、24年度は決算見込、25年度は当初予算



31,258
32,523

33,775
35,108

36,591

3,000

3,500

30,000

35,000

臨財債の現在高

臨財債を除く県債の現在高

臨財債を除く県債の新規発行額

臨財債の新規発行額

現在高
（億円）

35,000

40,000

35,331 
36,371 

37,471 
38,714 

40,083 （億円）

発行額
（億円）

県債新規発行額と現在高の推移

・ 臨時財政対策債の現在高は増加
・ 臨時財政対策債を除く県債の現在高は減少

【県債発行額と現在高の推移】（一般会計） 【県債現在高の推移】
（全会計）
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0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

※ 23年度までは決算、24年度は決算見込、25年度は当初予算

※ 21年度までは公債管理特別会計で計上した臨時財政対策債を含む

（年度）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

21 22 23 24 25

企業会計

特別会計

臨財債

一般会計（臨財債を除く）

（年度）
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3 財政健全化への取組み
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3 財政健全化への取組み



神奈川県緊急財政対策

施設毎に「廃止」「移譲」

「民間活力の導入」などを検討

神奈川県緊急財政対策の内容

神奈川県の財政見通し（平成24年10月推計）

→「緊急財政対策本部」 （H24.1） 「調査会」 （H24.3）設置

最終意見
(H24.9)

調査会
（外部の有識者）

最終意見を踏まえ、県としての
具体的な対応案を取りまとめ

神奈川県
緊急財政対策

緊急財政
対策本部

（本部長：知事）

緊急財政対策の主な取組み

○ 平成25、26年度の財政見通し ○ 義務的経費の見通し

法令や制度など行政のあり方に踏み込んだ抜本的見直し
中長期的展望の下、今後の政策課題に対応できる行財政基盤の確立

厳しい
財政状況

①県有施設の見直し

全ての事務･事業の「抜本的な見直し」に
取り組んでいます。

15

２か年で

1,600億円の財源不足

【県税】 一定程度の増収
【その他の歳入】 国基金事業

の終了等により大幅減

歳
入

歳
出

【介護・措置・医療関係費】
急速な高齢化の進展→大幅増
【公債費】
臨財債の償還→大幅増

詳しくは県HPに掲載しています
http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f417452/平成30年代前半には、全ての歳入をもってしても

義務的経費すら賄うことが困難

○ 平成25、26年度の財政見通し ○ 義務的経費の見通し

5,000

10,000

15,000

20,000

15 20 25 30 35 40 45

（億円）

（年度）

県税収入

0

公債費

介護・措置・医療関係費

その他義務的経費

歳入総額

②補助金・負担金の見直し

③人件費の抑制

必要性や内容の妥当性を検証し、

廃止や削減を含めた見直しを検討

職員数・給与の削減等による

人件費総額の抑制

24年度

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f417452/


県債管理目標の設定

△ 49

△ 166

△ 682

△ 1,089

△ 497
△ 483

△ 82

△ 292

△ 183

△ 1,389

△ 825 △ 791

△ 970

△ 558

△ 1,500

△ 1,000

△ 500

0

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
(年度)

(億円)

※24年度までは最終予算、25年度は当初予算

＜プライマリーバランスの推移＞

Ⅴ中長期的課題への対応

緊急財政対策

 平成30年代前半までに達成可能

 公債費負担の抑制に向けて、県の取組みの

成果を県民にわかりやすく示すことが可能

○ 県債管理目標の設定

臨時財政対策債を含む県債全体を対象とした
新たな目標を設定

16

21,576 22,060 22,947 23,306 23,377 23,597 23,470 23,721 23,686 24,064 22,980 22,085 21,090 20,536

286 836

2,255 3,265 4,025 4,680 5,199 5,808
7,194 9,542 11,690 14,017 16,055

21,576 22,347
23,783

25,562 26,642 27,622 28,151 28,920 29,495
31,258 32,523 33,775

35,108
36,591

0

10,000

20,000

30,000

40,000

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

臨時財政対策債

その他の県債

(年度)

(億円)

※23年度までは決算、24年度は決算見込、25年度は当初予算

＜県債現在高の推移＞

平成30年度まで
→ プライマリーバランスの⿊字化
平成35年度まで
→ 県債全体の残高を減少

成果を県民にわかりやすく示すことが可能

 将来世代のみならず、現在の県民サービスも

極端に低下させないバランスの取れた目標

○ 臨時財政対策債を廃止し、交付税に
復元するよう、国に強く要望



緊急財政対策の取組状況

176

119120120118112

149145
160

100

150

200

平成24･25年度の２か年で総額626億円の財源を確保

Ⅰ 人件費総額の抑制 △312億円

＜職員に対する給与カットの実施状況＞

Ⅱ 県有財産の有効活用等 189億円

25
58

80 63 65

0

50

100

150

20 21 22 23 24 25

＜未利用地等の売却額＞

Ⅲ 県単独補助金の見直し △30億円

追加減額措置
（H25.7～） 140億円

(億円)

(億円)

(年度)

124（過去最高）

＋

23 14 13 4
0

50

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 (年度)

17

13,551
11,970

8,231 7,961 7,731 7,629 7,516

0

5,000

10,000

15,000

9 15 21 22 23 24 25 (年度)

(人)

＜知事部局の職員定数の推移＞

Ⅲ 県単独補助金の見直し △30億円

Ⅳ その他の施策・事業の見直し △95億円

＜補助金の見直し状況＞

273件

見直し 127件

廃止 41件

0件

100件

200件

300件

24年度 25年度

緊急財政対策
対象補助金

知事部局 25年度職員定数

９年度比△44.5％

26年度当初予算
緊急財政対策の取組みの成果
を織り込んでも、概ね500億円
の財源不足見込（25年10月時点)



県主導第三セクターの見直し

出資率区分 法人名（県出資等比率） 法人数

（公財）神奈川芸術文化財団(100.00%)

（公財）地球環境戦略研究機関(100.00%)

（公財）神奈川産業振興センター(100.00%)

神奈川県道路公社(100.00%) 

（公財)かながわトラストみどり財団(90.36%)

（公財）かながわ海岸美化財団(78.24%)

100%未満 （公財）神奈川科学技術ｱｶﾃﾞﾐｰ(66.70%)

（公社）神奈川県農業公社(50.00%) 7

100% 4

県主導第三セクター（※）一覧
（平成25年７月１日現在・１６法人）

0

20

40

60

5 9 12 15 18 19 20 21 22 23 25

45 40 37 35 31
25 24 20 20 16 16

（法人）

（年度）

（ピーク時）

県主導第三セクター数の推移
～ ピーク時の平成５年度から△29法人 ～

300 249

177

（億円）
財政的支援（補助金、貸付金、負担金）の推移
～ ピーク時の平成５年度から△200億円 ～

18

（公社）神奈川県農業公社(50.00%)

50%以上 （公財）神奈川県下水道公社(50.00%)

神奈川県住宅供給公社(50.00%)

（公財）神奈川県暴力追放推進センター(50.00%)

（公財）神奈川文学振興会(48.18%)

（株）湘南国際村協会(40.00%)

（福）神奈川県総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ事業団(37.04%) 

（公財）かながわ国際交流財団(24.42%)

（公財）かながわ健康財団(17.16%)

・　県出資等比率は平成25年７月１日現在

・　下線は、24年度決算が赤字であった法人（３法人）

7

※　県の出資等比率が25％以上で、かつ、県の出資等比率が最も大きい

　法人や、県行政と密接な関係を有する法人など、県が主体的に指導す

　る必要があるものとして認定した第三セクター

2

3
50%未満

25%以上

25%未満

0

100

200

5 9 12 15 18 21 24 25

177

117 119
80 77 54 49

（ピーク時）
（年度）

0

100

200

7 9 12 15 18 21 24 25

204
173

118 122

44
20 5 3

（人）

（ピーク時）
（年度）

人的支援（神奈川県職員の派遣）の推移
～ ピーク時の平成７年度から△201人 ～
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４ 起債運営について

20

４ 起債運営について



 「県債管理目標」を掲げ、着実に県債現在高を減少

 償還財源を着実に確保

起債運営の健全性を確保しつつ、安定的な資金調達を目指す

起債運営の基本的な考え方

起債運営の健全性の確保

21

 開かれた市場を通じた資金調達

 「市場との対話」「信頼関係の構築」を重視した起債

 年間を通じ計画的な発行による「買いやすい」県債

安定的な資金調達



【県債管理基金（満期一括償還分）の推移】

満期一括償還に備え、ルールを定めて県債管理基金へ積み立て

償還財源の確保

4,000

5,000

3,349

3,829

4,8654,950
5,031

4,776

（億円）

22

0

1,000

2,000

3,000

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

187 318

691
987

1,3541,416

1,783

2,2032,309

2,714
2,859

（年度）

※ 23年度までは決算、24年度は決算見込、25年度は当初予算



市場を通じた資金調達

726

589

562

674

815
609

672 1,167

1,413
729

215

204 150

126

214

291

190

118

208

537

3,502

4,855

5,164

3,846 3,831

4,079

4,630

5,782

5,387

4,491

4,810

5,920

4,000

5,000

6,000

公的資金

銀行等引受債

市場公募債

・ 資金調達の３分の２が市場公募債、開かれた市場を通じた資金調達を推進
・ 調達手法の多様化、公債費負担の軽減を図るため、銀行等引受債にも取り組む

（億円）

23

700

1,750

3,400

4,360

3,400 3,460 3,390
3,740

4,675
4,587

3,701
3,434

3,970

803

1,006

241 221
562

807

746

2,310

3,502

0

1,000

2,000

3,000

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

市場公募

銀行等
引受債

公的
資金

(見込み)

（年度）



・基幹的な１０年債・５年債は、年間を通じて定期的・計画的に発行
・超長期債も定期的に発行

【平成25年度神奈川県市場公募債発行計画】
（単位：億円）

25年 26年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

200 200 200 200 200 200 200 - 200 -    200 -    -      1,800  

合　　計

時期等

区　　　　　分

10年債

未定分

平成25年度市場公募債発行計画

24

200 200 - -    -    200 -    200 -    200 -    -    -      1,000  

-    -    -    -    35   -    -    -    -    -    - 35   -      70      程度

-    -    - 200 -    - 200 -    - - 200   程度 600    程度

400 400 200 400 235 400 400 200 200 200 200 35   200   程度 3,470  程度

共同発行債 100 50   -    50   -    100 -    100 -    100 -    -    -      500    

500 450 200 450 235 500 400 300 200 300 200 35   200   程度 3,970  程度

※　発行時期や額、年限などは今後変更となる可能性もあります。

合　　　計

５年債

かながわ県民債
(3年債)

超長期債
(20年債)

小　　　計

（20年債）



この資料は、神奈川県債の購入をご検討いただいている投資家の方々に、神奈川県の財政状況や起債運営について

説明することを目的とするものであり、特定の債券の売り出しまたは募集を意図するものではありません。

｜
総務局財政部財政課

横浜市中区日本大通１ 〒231-8588電話(045)210-2269・2270（直通）

県債ホームページアドレス http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f6946/  

携帯電話向けアドレス   http://www.pref.kanagawa.jp/mbl/f100005/ 

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f6946/
http://www.pref.kanagawa.jp/mbl/f100005/

